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地震・津波に関する危機管理マニュアル
の改善及び検証サイクルの確立について
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学校においては、児童生徒等の安全の確保を

図るため、当該学校の実情に応じて、危険等発
生時において当該学校の職員がとるべき措置の
具体的内容及び手順を定めた対処要領（次項に
おいて「危険等発生時対処要領」という。）を
作成するものとする。

学校保健安全法第２９条
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（１）学校安全に関する組織的取組の推進

全ての学校において、管理職のリーダーシップの下、学校安全の
中核となる教職員を中心として、組織的な取組を的確に行えるよう
な体制を構築するとともに、全ての教職員が、各キャリアステージ
において必要に応じた学校安全に関する資質・能力を身に付ける。
【施策目標】

○ 全ての学校において、学校安全計画及び危
機管理マニュアルを策定する。

○ 全ての学校において、自校の学校安全に係
る取組を評価・検証し、学校安全計画及び危
機管理マニュアルの改善を行う。

第2次学校安全の推進に関する計画における推進方策

第２次学校安全の推進に関する計画（平成２９年３月２４日）より
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平成２３年（２０１１年）３月１１日（金）
１４時４６分、三陸沖を震源とするマグニュー
ド９．０の地震が発生した。石巻市立大川小学
校では、地震当時在校していた児童・教職員が
校庭への二次避難を行ったが、その後、保護者
等への引き渡しにより下校した児童２７名を除
く児童７６名、教職員１１名が津波に遭遇し、
うち５名（児童４名、教職員１名）を除く多く
の児童・教職員が被災した。

大川小学校事故検証報告書より
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提言４ 学校現場における災害対応マニュアルのあり方

各学校は、学校の災害対応マニュアルを検討するにあたり、その学
校に及ぶであろう災害危険の種類を具体的に想定するなど、学校を取
り巻く災害環境を十分に確認した上で、起こり得る災害種別に応じた
適切な避難先・避難路・避難方法をあらかじめ定めておくこと。また、
その内容を関係者に十分に周知徹底するとともに、実践的な計画であ
ることを防災訓練などを通じて検証し、常に必要な改善を図ること。

提言１１ 災害に対応した避難場所の設定と避難訓練

各学校は、考えられる災害を最大限想定し、その災害に対応した避
難場所の設定と避難の具体的方法を共有し、その訓練をしておくこと。

大川小学校事故検証委員会より

避難先・避難路・避難方法 → 地震発生時のフローチャート＜在校時＞を参照

５

関係者に十分に周知徹底 → 作成例Ｐ１ ２事前の危機管理⑤
作成例Ｐ１２ ５家庭や地域、関係機関等への周知について



学校においては、これまで
も防災マニュアルや危機管理
マニュアルという名称のもの
を作成し、避難訓練等を実施
していたが、例えば、災害の
想定一つをとっても、発生の
時間帯、被害の状況等を具体
的に想定したものではなく、
熊本地震のような大きな災害
に対応するには十分な内容で
はなかったという指摘がある。
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(４)実際の災害を想定した 危機
管理体制の整備 等
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学校の防災管理体制を強化するため
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事前の危機管理（備える）

No 参照ページ

① 防災教育（防災学習・防災指導）の内容について

② 避難訓練の実施について

③ 防災に関する教職員研修について

④ 保護者や地域、自治体と連携した体制について

チェック項目
事前の危機管理（備える）

1

以下の項目を学校防災年間計画に示しているか

Ｐ4～P5、
Ｐ７、Ｐ32
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◎チェック① 手引Ｐ４
防災教育の内容を示して

いるか！

☆チェック② 手引Ｐ５
避難訓練の実施について、内
容を示しているか！

◇チェック③ 手引Ｐ５
防災に関する教職員研修につ
いて、内容を示しているか！

▽チェック④ 手引Ｐ７
保護者や地域、自治体と連携
した体制について、内容を示
しているか！
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事前の危機管理（備える）

2 Ｐ6、Ｐ33～Ｐ73
地震による非構造部材等の落下・転倒・移動防止などの防
災の視点を安全点検項目に盛り込んでいるか。

チェック⑤
熊本地震では、多くの学
校施設で、天井や照明器
具の落下など非構造部材
による被害が生じました。
災害発生時に児童生徒等
の安全を確保し、安全に
避難させるためには、非
構造部材・避難経路・避
難場所の安全点検につい
ても、学校安全点検簿に
示し、計画的に実施する

作成例Ｐ１
④安全点検
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3 Ｐ８～P11
災害発生時の対策本部の役割と業務内容を明確にしている
か

事前の危機管理（備える）

チェック⑥

業務分担に
はあらかじ
め、担当者
を割り振る

（校長・教
頭・防災主
任・教務・
各班長）

作成例Ｐ２～４ ⑤対策本部の設置
作成例Ｐ１１ 学校災害対策本部の設置
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事前の危機管理（備える）

4 Ｐ12災害発生時の教職員の動員体制を明確にしているか

チェック⑦
動員体制を明確に
しておく。
参考：手引Ｐ８３

作成例Ｐ４
⑦教職員の動員体制
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発災時の危機管理（命を守る）

5 Ｐ14～Ｐ18
在校園時、登下校・登降園時、校園外活動中、在宅時の対
応行動を示しているか

チェック⑧
想定できるケースを書
き出し、訓練を実施し、
課題を洗い出す。随時、
改善点を書き換える。
例：在宅時・校外活動
時・登下校時・在校時

参考資料 Ａ３版
危機管理マニュアル

発災時編

地震発生時のフロー
チャート
Ａ４横置き
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地震発生時のフローチャート＜在校時＞

安
全
確
保

情
報
収
集

避
難
指
示

避
難
誘
導

安
否
確
認

対
策
本
部
設
置

被
害
状
況
確
認

事
後
の
対
応
処
置

・安全確保
について
生徒へ指
示する。

・避難経路
及び避難
場所の安
全確認を
する。

第１次避難
行動

・机の下に
もぐり、落下
物等から身
を守る。頭
部を保護す
る。

・「落ちてこ
ない、倒れ
てこない、
移動してこ
ない」場所
に移動する。

職
員
の
動
き

生
徒
の
動
き

・情報収集
とともに、安
全な場所に
避難の指示
をする。（職
員へ）

・避難場所
や避難経路
が危険な場
合は、最も
安全な場所
を決定する。

第一避難
場所に避
難の指示
をする。
（生徒へ）

（運動場
等）

・生徒を安
全な場所
に誘導す
る。

・トイレ、保
健室、特
別教室等
にいる生
徒の所在
に留意す
る。

・人数と安
否を確認し、
本部に報
告する。

・負傷者の
確認とけ
が人の応
急手当を
行う。

・本部長等
の指示に
より、各業
務にあた
る。

・必要に応
じて避難
住民の対
応にあた
る。

・第一次避難
場所が危険な
場合は、第二
次避難場所に
誘導する。（〇
○山公園等）
（避難経路は、
裏門から駐在
所前を通り、
公園に続く階
段を登る。）

・施設、通学
路等の被害状
況を確認し、
本部に報告す
る。

・応急措置や
立入禁止措置
を行う

・教育委員会
に状況を報告
する。

・被害状況
に判断し、
教育委員
会に報告・
協議する。

・保護者へ
連絡（学校
一斉メー
ル配信）及
び学校ウェ
ブページに
掲載する。

「押さない、
走らない、
しゃべらな
い、もどら
ない」の約
束に従い
避難する。

ハンド
マイク

＜緊急連絡先＞
○○教育委員会

123-4567
○○市町村防災部局

890-1234
○○消防署

567-8901

大川小学校事
故検証報告か
らの提言４

※避難先・避難
経路・避難方法

大川小学校事
故検証報告か
らの提言４

※避難先・避難
経路・避難方法

チェック⑧
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発災時の危機管理（命を守る）

6 Ｐ19～P21
安否確認、引き渡しの基準及び安否確認方法を明確にして
いるか

チェック⑨
引き渡しの基準及び
安否確認方法を明確
にしておく。
※保護者でない人に
引き渡してはならな
い。（判例有）

作成例Ｐ５ ①引き渡し等
作成例Ｐ７ ②安否確認
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発災時の危機管理（命を守る）

7 Ｐ22～Ｐ23
自校が避難所になった場合の協力マニュアルを示している
か

チェック⑩
避難所になった場合の
協力マニュアルを示し
ているか。
児童生徒等の安全確保
と平行して行われるこ
とを十分考えておく。

作成例Ｐ７～８
③避難所協力
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発災時の危機管理（命を守る）

8 Ｐ24～Ｐ25心のケア体制と教職員の役割について示しているか

チェック⑪
心のケア体制と教
職員の役割につい
て示しているか？

作成例Ｐ９
④心のケア

防災教育と心のケアハンド
ブックの活用してください。
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発災時の危機管理（命を守る）

9 Ｐ26学校再開に向けての取組を示しているか

チェック⑫
学校再開に向けての
取組を示す。

避難所の開設・運営について
は、あらかじめ、保護者や地
域住民と連携を確立させるこ
とが必要。

作成例Ｐ１０
⑤学校再開に向けて

20



点検項目以外

①手引Ｐ２９～３１
特別支援学校における留意点
②手引Ｐ１３
備品や備蓄
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①人事異動等による分担や組織の変更はないか。
②施設・設備や通学路、児童生徒等の状況に変
化はないか。
③地域や関係機関との連携に変化はないか。
④防災避難訓練、研修会等の図上訓練（卓上訓
練）で、問題点や課題の発見はなかったか。
⑤他校の事例や社会情勢の変化等から、自校に
不足している項目はないか。

【通常】見直し・改善のポイント
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作成・見直しの手順
例：学校運営協議会や学校保健会と共同
で開催するなど。

防災士、市町村防災担当部局など


